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日本の税制・財政の現状と相続税の改正
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所沢税務署署長。群馬県出身。１９７９年、関東信越国税局総務部に入職。２００４
年～２００６年に税務大学校教授、２０１４年には税務大学校関東信越研修所長を務
める。その他、関東信越国税局ならびに所管の税務署で主要なポストを歴任。
２０１５年７月より、現職。

２０１５年１１月４日、以下の通りに講演会が行われた。冒頭で研究所所長に
よる紹介と、中田氏自身による自己紹介がなされた。その後、講演の前半
では日本の税制・財政の現状とその問題点について、後半は最近の相続税
改正等が語られた。

１．ライフサイクルの変化

税制・財政の現状は、「ライフサイクルの変化」の影響を受けている、
これに尽きます。図１を見てください。上が大正期で１９２０年、下が平成で
２０１１年です。上の図は９０年前で、男性は、「夫死亡」というところを見て
いただくと、当時は６１．１歳で亡くなっています。女性は、６１．５歳で亡く
なっています。次に平成２３年を見てください。夫は７９．４歳、妻は８５．９歳で
す。一言で言えば、国民全員が長生きになったということです。

大正期を再度見てください。その当時は一番上の子が、夫で言えば２７．４
歳のときに生まれ、それから妻は５人子どもを生み終わるのが、夫が３９．７
歳頃という時代でした。子育ての期間も長かったですね。定年は、その当
時５５歳です。同じように平成２３年を見ていただきますと、第１子が３１．８歳、
第２子（末子）で３４．９歳です。それから定年が６０歳です。

大正９年は年金制度も医療保険制度もありませんでした。定年５５歳で会
社を辞めて、６０歳ぐらいまで若干仕事をしながら、６１歳で死んでしまって

日本の税制・財政の現状と相続税の改正

８１



いました、男の人は。そうすると、定年から５年ぐらいが元気な時間だっ
たんですね。ここを昔は、「余生」って言っていました。

ところが、現代はどうでしょうか。夫は６０歳で定年退職、図では「６５歳
夫引退」と書いてありますが、６５歳ぐらいまで何か仕事をして、「夫死亡
７９．４歳」までが長い。これがいい意味でも悪い意味でも、財政の問題と関
わってきます。

先ほど「余生」と言いましたが、現在は「第２の人生」ですね。また一
花咲かすという時代が第２の人生で、昔の「余生」とはだいぶ違うという
ことを認識していただければと思います。

私が若いときに、ライフプランのセミナーを受けた時の講師の話しです
と、今後どうやって生きていくのかを考えた時、例えば２２歳で就職し、６０
歳定年で、いま大体８０歳ぐらいまで生きられるとします。労働時間が例え
ば１日８時間で、通勤時間が２時間かかって、年間２５０日で３８年を掛ける
と、大体１万時間になります。働く時間というのは１万時間ぐらいになり
ます。

資料：厚生労働省「平成２３年人口動態調査」「平成２３年簡易生命表」
図１ ライフサイクルの変化
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その後の時間は働かないので、ほとんど自由時間ですね。朝から晩まで
自分の好きな時間です。例えば、２４時間から睡眠時間等を引いて、自由に
なる時間は１３時間ぐらいです。これで３６５日、自分の時間として２０年掛け
ると、約１万時間なります。ということは、第１の人生が１万時間、第２
の人生も１万時間となり、ここを有効に使うかどうかが第２の人生のポイ
ントだということを、聞いたことがあります。

昔は男であれば６１歳で死んでしまったのが、今は８０歳です。なぜこれだ
け寿命が延びたのでしょうか。ここからは財政の問題が若干入ってきます。
なぜ長生きになったのだと思いますか。いろいろな要素があるようですが、
大きな要素として国民皆保険、それから国民皆年金の制度の導入がありま
す。この保険制度を作ったから、非常に生活が安定したということがベー
スにあります。保険制度ができたのが、昭和３６年頃だと思います。これで
病気にもならない。それから老後も安心できるということで、寿命が延び
たと言われています。ところがこのことが、実は財政をいま圧迫していま
す。それを、これからご説明したいと思います。

２．社会保障と財政の関係

世界で一番初めに皆保険を始めたのはドイツです。ドイツが統一された
１８７０年ぐらいから１９１８年―この間はドイツが一つにまとまった時代です。
そのときの最初に出てきたのがビスマルクという首相で、「鉄と血の宰相」
と言われています。そのビスマルクが富国強兵政策のもとで、働いている
人たちの寿命を延ばそうという施策をしました。それが、世界で初めての
国民皆保険でした。

日本でできたのは第１次世界大戦時です。船員保険が、最初にできまし
た。船に乗っている人たちの健康をきちんと守ろうではないかと。

それでは現在はどうなっているかを、お示ししましょう。皆さんが例え
ば３０万円、給料をいただいたとします。そうすると、天引きされているも
のがあります。学生の人たちも、アルバイトしたら何か引かれるでしょう。
税金だとか、その他には社会保険料。その問題と今回の財政の問題は関係
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があるのです。
給料は手取り額をもらう前に、社会保険料を引かれます。それから税金

を引かれます。社会保険の中には、年金とか医療・介護保険、雇用保険が
あります。４０歳を過ぎますと介護保険が引かれます。これを合わせるとだ
いたい給与の１５％になります。次に引かれるのが住民税で１０％、最後に引
かれるのが所得税で、残りの所得によって、５～４５％の税率になっていま
す。ですから、最低でも３０％が給料から引かれることになります。住民税
と社会保険料は一律で引かれます。これらに加え、会社（雇用主）が負担
している社会保険料もあります。ここが労使折半になっていますから、プ
ラス１５％です。

これをまず分かっていただいたところで、「社会保障給付費の増」とい
う図２をみてください。この社会保険料が図中の「保険料」に当たります。
個人で引かれた社会保険料と会社（雇用主）が負担した保険料で、全部で
３０％ぐらいになりますが、これが平成２７年度では６４．８兆円（被保険者拠出
３４．８兆円、事業者拠出３０．０兆円）となります。

それから税金です。これが「公費」のところです。そして公費は、地方

（出所） 国立社会保障・人口問題研究所「平成２４年度社会保障費用統計」、平成２７年度
の値は厚生労働省（当初予算ベース）

図２ 社会保障給付費の増
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（県・市）負担が１２．８兆円（実質は国からの地方交付税交付金等）、国庫
（国）負担が３１．８兆円の合計４４．６兆円です。この「公費」の財源は、所得
税だけではありません。法人税もあれば消費税もあります。平成２７年度で
は１１６．８兆円です。この年金と医療と介護等のお金に、いま現在、日本の
国は１１６．８兆円かけています。

これと対比して後で見ていただきたいのが、国の予算です。国の予算は
９６兆円として、この内で、所得税とか法人税とか消費税とかを合わせると、
国の税金は５５兆円しかありません。それなのにいま、年金・医療・介護等
で１１６．８兆円使っています。この現状をまずは理解していただきたい。

それで大事なのは、いま給料で引かれている社会保険料と会社（雇用主）
が負担している社会保険料を１１６．８兆円で賄うことができれば良いという
ことです。財政を考えるときの一番のポイントはここなんですね。これで
全部を賄えれば良いのですが、いまは賄えないんですね。昔は賄えたよう
ですが。しかたなく税金から公費を４４．６兆円出して、１１６．８兆円を賄って
います。これが分かっていただければ、財政の問題はとりあえず入口の解
説としては終わりなんです。

３．社会保険の公費負担

この公費をどういうふうにしたらいいのかが、次の問題としてあると思
います。年金などをどういうふうに考えるかです。１９６１年に、国民全員に
医療保険や年金制度を作りました。このときの思想としては二つあって、
議論したそうです。この年金・医療・介護も含めて社会保障保険ですが、
全部税金で組み立てようじゃないかという議論が、一つあったんですね。
しかし、やっぱり、みんなで払ってみんなでやろうよという意見が多くて、
基本的には社会保険料という形で給料から天引きして、これで年金・医療
を賄おうという議論になって、こういう制度になったのです。

もう少し説明すると、社会保険の方は保険料を払いますから、その見返
りに給付を受ける権利を得ます。しかし、税金で払いますと、今度これは
相互扶助という考えになるのだそうです。このときに議論になったのは、
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生活が苦しい方もいますし、社会保険でも払えない人がいるだろうという
ことです。それでは、払えない人は、年金・医療が受けられなくていいの
かと。そのときに出てきたのが、だったら、社会保険料という会費で賄え
ない分は若干でも税金から出してあげようということになりました。その
時は人口が少なかったし、医療費のかかる高齢者の方も少なかったと思い
ます。そういう議論を通じて、何とか始まった制度だそうです。

ところが、社会保障給付費がだんだん増えてきました。平成２年のとき
には公費１６．２兆円でしたが、平成２４年で４２．５兆円です。年々１兆円増えて
いるのが分かりますね。これからも１兆円ずつ、毎年増えていきます。

この毎年増えていく１兆円をどういうふうにして負担していくかという
のが、いま国の問題になっているところです。一つの解決策は社会保険料
で、先ほど説明したとおり、いま、一律に給与から、所得の高い人も低い
人も大体１５％引かれています。これを、１５％ではなくて２０％にしようとか
３０％にしようと。それからもう一つの解決策は、税金の中で負担できるも
のをここに上乗せしていこう、消費税を使っていこうと。

それからあとは年金の受給水準を下げて、医療も少し下げて、介護も下

（注） 計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と
は合致しないものがある。

（出典） 財務省「平成２７年度予算政府案」
図３ 平成２７年度一般会計予算の概要
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げてと、社会保障の水準を下げていくという考えもあると思います。いろ
いろといま、日本の政府は考えているようです。

少子高齢化によって社会保障給付の公費の負担分が多くなってきたのだ
ということは理解されたと思います。次に行きます。図３の「平成２７年度
一般会計予算の概要」を見てください。歳入のほうは総額約９６兆円です。
これが予算として計上されていますが、先ほど申し上げたように、この内
の５５兆円が税金です。足らない分は、そこに「将来世代の負担」と書かれ
ていますが、国債を発行し借金をしているということです。

歳出・歳入の状況の年次推移はどうなっているかというと、歳出額と歳
入額の差がだんだんと開いてきています。歳入が増えないのに歳出が増加
しているからなのですが、これを通称、「ワニの口」と言います。ワニが
口を開けたような形だからです。ワニの口は閉じなくてはいけないのです
が、だんだん開いてきています。

次に、国債残高の累計ですが、国としては平成２７年度末で８０７兆円（見
込み）あります。国民１人当たり６３８万円の借金で、家族４人で２，５５０万円
になります。これは国債残高ですが、国には他にも借金が若干ありますし、
県と市にも実は借金がありますので、加えるとプラス、多分２００兆円ぐら
いです。カウントの仕方にもよりますが、１，１００兆円前後の借金が日本国
にあるということになります。

次に、OECD諸国の財政収支・債務残高の国際比較ですが、日本が一番
収支状況が悪い。これは対GDP比による比較ですけれども、日本のGDP
は４９１兆円なので、４９１兆円のGDPに対する財政収支は、４５兆円が国債か
らの借り入れで赤字ですから、この４５兆円を分子に持っていくとマイナス
９％ぐらいになりますね。それから債務残高は１，１００兆円ぐらいあります
ので、GDP４９１兆円を分母に持ってきますと、GDP比で２３０％ぐらいにな
ります。

これに対してヨーロッパでは、ユーロに加盟するには、対GDP比で財
政はマイナス３％ぐらい―ゼロとマイナス５の間ぐらいが基準だったと思
います。それから、債務残高だと６０％が加盟できる基準だったと思います。
ユーロができたときには多分、財政状況が良かったので、そのような基準
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にしたのだと思います。ところが今は、特に日本はもうユーロにも加盟で
きないぐらい借金が多いということです。ギリシャよりも、日本の財政状
況の方が悪いのがお分かりいただけると思います。

４．財政の現状を打破する税目

次に税収の内訳と推移ですが、だんだんと消費税が国家財政に占める割
合が増えてきて、所得税と法人税の割合が下がっています。本日の資料の
別冊「民間企業の実態統計調査」は国税庁で毎年出しているものですが、
平成１６年から２６年までの平均給与の変化や、業種別平均給与等が掲載され
ているので参考としてご覧下さい。では、「第２１表 給与階級別の給与所
得者数、給与総額及び税額」ですが、実はここを説明したくて資料を用意
しました。給与が８００万円以下と８００万円超に分かれていますが、日本の給
与取得者は全部で４，７５６万人います。その中で、８００万円以下が４，３４９万７
千人いますので、９１．５％が８００万円以下の方です。それから税額欄をみる
と、８００万円以下の９１．５％の人が、所得税としては３８．６％を納めています。
したがって、８００万円超の給与をもらっている８．５％の人が６１．４％の税金を
納めています。高額所得の人たちは、かなりの税金を納めています。です
から、これ以上はちょっと無理かなというのが私の印象です。

それから法人税のお話をします。いま、税率を下げるかどうかで話題に
なっていますが、どのぐらいの法人が黒字なのでしょうか。３０．６％です。
３割しか黒字ではないので、３０％の法人しか税金を納めていません。７割
は赤字です。これにはいろいろ理由がありますが、そんな状況の中で、法
人税としても国際競争力ということを考えていかなくてはなりませんので、
今回のテーマである財政の現状を打破する税目にはなりえないと思います。

次に、「国民負担率の国際比較」をみると、ドイツ・スウェーデン・フ
ランスの３カ国は高負担・高福祉の国です。日本は高負担とは言えず、中
負担となっています。しかし、高福祉だと思います。そこでいま、社会保
険がどうにもならないので、「社会保障と税の一体化」を図りながら改革
していこうというわけです。
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高齢化の進行と財政の問題では「２０２５年問題」があります。団塊の世代
が２０２５年には７５歳を超えます。７５歳を超えると病気等にかかる確率が高く
なり、医療費もかかることから、ここで非常に財政が悪くなります。２０２５
年が日本の財政上のターニングポイントになります。このときまでに、あ
るいは２０２５年以降、財政がもつかもたないかで、日本は右往左往するので
はないかと思います。

それで、消費税が新聞紙上をいま、にぎわしています。５％から８％、
いずれ１０％になるのかなというところにきているわけです。消費税を１％
上げるとどのくらい税収になるでしょう。大体２．７兆円ぐらいです。いま、
社会保障のための公費が毎年１兆円ずつ増えています。これを賄うために
は、毎年１％近くの消費税を上げていかなければなりません。毎年です。
だから、消費税だけで改革するとすれば、間に合わなくなってくるかもし
れません。

５．財政赤字の問題点

財政赤字の問題点をあげます。まず、「公的サービスの水準低下」が考
えられますし、「世代間の不公平」の問題として、将来世代への負担とい
う問題があります。さらには、「民間部門の経済活力の低下」の問題です
とか、「財政への信認低下による金利上昇」という問題も考えられます。
金利上昇は考えたくない問題ですね。

金利はどういう状況かと言いますと、国債の金利はだんだん下がってい
ます。利払費はまあまあ横ばいで、いま１０．３兆円です。ところが、国債は
３年もの、５年もの、１０年ものとか、固定あるいは変動とか、個人向けと
か、いろんな種類がありますが、いまは金利が低いので、１０年ものでも、
０．６％ぐらいでしょうか。考えられない低さですね。

これが、財政の信任低下による金利上昇で、もし１％上がったら、大変
なことになります。初期には、物価が１％上がって金利が１％上がっても、
すぐには跳ね返らないですね。５年もの、１０年もの等がありますから。た
だ、いずれは１％上がったものが跳ね返ってくると、いま借金が１，１００兆
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円前後ありますから、その１％は１１兆円です。金利が１％上がったときに、
１１兆円の利払いをしなくてはなりません。１１兆円の利払いって考えられな
いですね。ここで示しましたように、税金収入が５５兆円しかないのに、金
利が１％上がったために、１１兆円の税金をどこからか持ってこなくてはな
りません。これはきわめて難しいなと、私は個人的には思っています。
「国債をめぐる環境」として、家計金融資産が平成２６年度で１，７０８兆円で

す。借金を引くと、家計金融資産は１，３３１兆円です。それで、「一般政府総
債務」は１，２００兆円です。家庭の金融資産が、負債を引いても１，３３１兆円あ
るから、国債はその額まで大丈夫だろうという方もいます。本当に大丈夫
なんでしょうか。要するに、日本は貯蓄率が高いのです。いま、貯蓄率は
マイナス１．３％になってしまいましたが、とりあえず残はあります。しか
し、ちょっと微妙な感じですね。

それでは最終的にどうなるのかということですが、「欧州債務危機」を
参考にされたら良いと思います。最近のユーロ、要するにギリシャやポル
トガルはどうなったのかということです。公務員などでは人件費が削減さ
れましたし、また、ギリシャでは年金の支給開始年齢が６５歳に引き上げる
のが、やっと決まったようです。今後のユーロを参考にすると良いと思い
ますが、私は、年金は７５歳ぐらいからでいいのではないかと思っています。
７５歳ぐらいまで一生懸命働いて、それで働けなくなったら年金をいただけ
ばと感じています。ただ私も、もらう段階になれば、やっぱりもらいたい
と思うかもしれませんけれども。

前半の話を少し復習します。給与から社会保険料と税金が引かれていま
す。社会保険料は個人で１５％ぐらい、法人（雇用主）が１５％と、両方で折
半していますから、給料からすれば３割ぐらいの負担で、いま６４．８兆円ま
ではカバーしています。けれども、実際に使っているのは１１６．８兆円です
から、不足分を税金として投入しています。しかし、毎年１兆円ずつ積み
上がっているので、ちょっと限界がきているのかなというところです。で
は、これをどうしようかというときに、消費税だったら１％上げれば２．７
兆円ぐらいの税収があるので、何とか間に合うのではないか。今こういう
議論になっていると思います。
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６．相続税申告のスケジュールと注意すべきこと

後半は相続の話です。財産をいろいろお持ちだと思いますが、その財産
をできるだけ節税しようというときに、三つのポイントがあります。一つ
目は財産を減らす。それはそうですね。減らせば税金は少なくなりますか
ら。２つ目は、同じ財産の中でも評価を下げていくというものです。それ
から３つ目に、いろんな節税の仕組みがあるので、その仕組みをうまく利
用するということです。

申告までのスケジュールですが、お亡くなりになってから申告・納付ま
で、相続税の申告は１０カ月以内にやっていただくことになります。私事で
すが、私の父も８８歳で今年の２月１日に亡くなりましたので、１０カ月以内
ということで、１２月の１日までに申告をしなさいとなっていました。税金
がかからなくても申告しなくてはいけないケースもあります。それを今日
は理解していただければと思っています。税金が出なくても、申告をしな
いと適用にならない仕組みがあるからです。

病院で父は亡くなりましたが、家までどうやって運ぶのかというところ
から始まりました。次は葬儀、死亡届、そして初七日法要とか香典返しだ
とか、私も初めての経験でしたので、非常に苦労しました。相続という観
点から一番大事なのは、３カ月以内に相続の放棄あるいは限定承認をする
ということです。

それから、苦労したのは相続財産の確定です。どこに預金通帳があるか、
分かりません。これ、探すしかありません。私のような苦労は、もしマイ
ナンバーが入ればしなくてもいいのかなと思っていますが。

次に財産ですが、遺産分割しなくてはいけません。残された財産を、こ
れは誰のもの、これは誰のものと分けていきます。遺産分割協議書は私も
初めて作りましたが、わりと簡単にできます。ただ１回作ったものはなか
なか直せないので、気をつけていただければと思います。

それから、預貯金ですね。預貯金は原則として封鎖されてしまいます。
亡くなったその日以降、その預貯金は、遺産分割協議書を作らないと封鎖
されて引き出しができません。ですから、幾らか現金で持っていればいい

日本の税制・財政の現状と相続税の改正

９１



のですが、そこを気をつけていただければと思います。

７．相続税の計算と改正

次に「相続税額の計算」です。財産を計算して、そこから基礎控除額と
いうのを引きますが、この部分が今年、変わりました。基礎控除額につい
ては後で説明しますが、まずは法定相続分が民法で決まっています。子ど
もが２人いれば、配偶者に２分の１、子ども達は２分の１の半分ずつの４
分の１ということです。

まずは税金を計算します。どう分けようが、お母さんが全部もらおうが、
子どもたちだけで分けようが構いませんが、まずは法定相続分で税金だけ
計算します。そうすると相続税の総額が出ます。それを、図４の例で言い
ますと、お母さんが半分、１人の子どもが３０％、もう１人の子は２０％を、
実際にもらった人が払うということになりますので、相続税の総額を分け
ていきます。どんな分け方をしようが相続税の総額は変わらないという、
平等主義を貫いているわけです。

それで、実際の税額を、実際の相続割合によって按分しますが、これ、

図４ 相続税額の計算
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全体で、誰でも払えます。お母さんが払ってもいいのですが、お母さんが
もし、子どもの分まで税金を納めますと、その分は今度１１０万円を超える
と贈与税がかかってしまう、というようなこともあります。

次に、基礎控除額の計算です。今年から「３，０００万円＋６００万円×法定相
続人」という式になっています。去年までは「５，０００万円＋１，０００万円×法
定相続人」だったので、４割、基礎控除額が少なくなりました。

詳しい計算の前に、相続税法の改正の背景をお話ししたいと思います。
昭和５８年から平成２７年までの公示地価は、「三大圏商業地」では平成３年
が一番高くなっていました。これは昭和５８年を１００としますと、３３６．８です。
バブルでだんだん地価が上がっていきました。その後、はじけてしまった
わけで、平成２５年には６９．６になりました。そこで、基礎控除額を５，０００万
円から３，０００万円に下げました。ちなみに、法定相続人の分も、一人あた
り１，０００万円から６００万円に下がりましたが、これはいつも割合で定めてい
るので、５，０００万円のときは１，０００万円でしたから、３，０００万円のときは６００
万円となりました。

８．さまざまな節税対策

先ほど申し上げたように相続税の節税策は、財産をまず減らすか、評価
を下げるか、制度を利用するか、です。三つのポイントからなっていると
いうことを今回覚えていただければと思います。相続税の本を読んでいる
ときに何を言っているかよく分からないことがありますが、これが頭に
入ってないからです。

私には弟がいて、群馬県に住んでいます。私は東京に出てきてしまって
帰らないものですから、弟が２世帯住宅を建てました。これが節税になり
ました。評価を下げるためにサラリーマンというか普通の人が使うのは、
これが一番ですね。

小規模宅地の特例というのがあります。簡単に言えば、土地の上に２世
帯住宅があって、弟のところは弟が２階にいて、１階に両親が住んでいま
した。すると、例えばこの土地の敷地の評価額が５，０００万円とすると、
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８０％は減額できるんです。税務署もここは認めています。ここを５，０００万
円で評価すると、弟は家を売らなくてはいけませんから、これは無理だろ
うと。そこで、売らなくてもいいような形で、５，０００万円と評価しないで
１，０００万円にしましょうと。こういう制度があります。

ですから、いま自宅を持っておられる方は、評価を下げるためには２世
帯住宅にするか、あるいは、家がない子ども、簡単に言えば借家にいる子
どもには、ここにもしかしたら住むかもしれないということで、８０％減額
することができるのです。

次に贈与税の暦年課税を説明します。１１０万円ずつ、毎年贈与しましょ
うということです。子どもや孫に贈与しても、１１０万円までは税金がかか
らない制度です。これ、結構、使い勝手が良いので、お金がある方にはい
いですね。

それから、次の三つです。①配偶者への土地・建物の贈与、子や孫への
②教育資金や結婚・子育て資金、③住宅取得資金、です。配偶者、２０年以
上連れ添った奥様に、土地・建物を２，０００万円までですが、贈与しておく
といいと思います。ただし、申告が必要です。それから、子や孫への教育
資金では１，０００万円、子や孫への結婚・子育て資金では１，５００万円の贈与制
度があります。これも研究していただければと思います。それから、住宅
資金ですね。これは一般住宅では１，０００万円、省エネ住宅では１，５００万円で
す。消費税が今度１０％になったときには、非課税枠は拡大することになっ
ています。お金のある方は研究していただければと思います。

それから、相続時精算課税という、２，５００万円まで事前に贈与できると
いう制度もあります。ただし、ちょっと使い勝手がよくないところもあり
ます。例えば１０年前にこの制度を使って、１０年後に私の父が死んだという
場合です。私が１０年前に土地をもらっていれば、１０年前の評価額なんです
ね。私は実は、父から４年前に土地をもらい、この制度を使いました。た
だ、土地の値段がだんだん下がってきているので、４年前にもらったため
に、評価額が高くなってしまいました。

評価を下げるには、例えば現金が１億円あった場合も、アパートを建て
れば土地と建物は１億円ではなく、例えば８，０００万円だとか７，０００万円とか、
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評価が下がります。建物は固定資産税の評価額となります。土地は、税務
署で定めた評価方法があるので使っていただきますが、土地ですと大体時
価の８割ぐらいになります。ですから、現金で持つよりも不動産で持って
いた方が、評価が下がります。アパートで賃貸すれば、またそれはそれで
評価が下がります。ただ注意すべきは、全室満杯に入ればいいですけど、
１０室あって１室しか入ってないと赤字になりますから。不動産が、「負動
産」になってしまうので、気をつけていただかなければと思います。

それから同じ土地でも、四角の土地だけでなく、三角形の土地もありま
す。これらは評価が下がります。墓地などは非課税です。また、生命保険
もあります。例えば１，０００万円の生命保険を掛けておきますと、相続人が
２人いれば、１人５００万円まで非課税になります。私の父が死んだときは
２００万円の生命保険が掛っていたんですね。２００万円は非課税で相続財産に
入れていないのですが、そんな使い方もできます。１人５００万円なので、
母と私と弟がいれば、１，５００万円までの生命保険だったら活用できます。
養子縁組は、養子になって１人増えれば基礎控除額が増えますが、ちょっ
と制約もあります。

それから配偶者の税額軽減は、１億６，０００万円までです。これは使って
ほしいです。例えば１億円の財産があって、子どもが２人いるとします。
そうすると、それを法定相続で言いますと、２分の１が奥さんのものと
なって５，０００万円です。その５，０００万円と１億６，０００万円を比べて、低い方
まで税金ゼロになります。配偶者は１億６，０００万円までだったら、基本的
には税金ゼロです。簡単に言いますと、奥さんが全部、１億６，０００万円相
続してしまえば、１億６，０００万円を超えた部分にだけ課税されます。とこ
ろが、全部奥さんが相続すると、今度奥さんが亡くなったときに、子ども
たちが大変な税金を払うことになります。これ、計算してみないと分かり
ません。ですから、子ども、あるいは孫まで、よく考えて相続していただ
ければと思います。
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９．相続税は必要か

本日は駿河台大学の学生の皆さまにも聴講していただいております。少
しですが、租税法の視点から、相続税を考えてみたいと思います。相続
税って皆さん、どうでしょう。もっと税率を上げた方がいいですか。それ
とも、いらないですか。外国では相続税は、あまりよくない税金という考
え方が増えています。

相続税のある国をご紹介します。まず日本、それから近隣国では、韓国、
台湾、フィリピンです。ところが、相続税の元々ない国は、中国、インド
ネシア、マレーシア、タイ、ベトナム、インドです。それから、最近廃止
した国は古い順で言いますと、１９７１年にカナダ、７９年にオーストラリア、
９２年にニュージーランド、２００１年にイタリア、マカオ、２００４年にポルトガ
ル、スロバキア、シリア、２００５年にスウェーデン、２００６年にスイス、香港、
２００８年にシンガポールです。ということで、世界的な潮流としては、いま
廃止に向かっています。

では、アメリカはどうなっているのか。ブッシュ政権のときに、いった
ん税率をゼロまで下げました。しかし、オバマ政権になって復活しました。
軽減されているようですが。それからイギリスは制度上は存在しています
が、実際はほとんど払わなくて済むようにしているようです。というのは、
亡くなる７年以上前に生前贈与しておけば、相続税はいらないのです。潜
在的免税贈与という扱いになるそうです。

世界の相続税はだんだんと縮小傾向にありますが、理由は幾つかありま
す。所得税を払っているのだから、相続税を払う必要はないのではないか
と。二重課税ではないかという議論ですね。それから所得税には、所得の
再分配効果があるので、相続税も同じなのだから、分配効果としては所得
税一本でいいのではないか、ということです。

それから、大金持ちはタックス・プランニングによって租税回避をうま
くやっているので、相続税を納めていないのではないかという理由です。
相続税は、中金持ち、小金持ちだけに課税される不公平な制度であると。

金融資産にかからなくて固定資産だけにかかる不公平な制度だとか、住
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宅価格の上昇の結果、中間層にも相続税が課税され、キャッシュフローの
ないところに課税されてしまうので、現実に住居を売らざるをえないケー
スがある等の理由です。

また、中小企業や農業で、事業を継ぐのにお金がかかるということです。
つまり、株式を評価すると財産価値が有る場合には、それに相続税がかか
ります。けれども、売るわけにいかないので、相続税を払うお金がない場
合があります。中小企業では事業をやめてしまおうという人もいるので、
問題ではないかという理由です。

さらに、相続税の税収ですね。これは先ほど現在５５兆円ぐらい税金収入
があると説明しましたけれど、相続税はその５５兆円の内の１．７兆円ぐらい
なので、いくら税率を上げても、２兆円になるのか３兆円になるのかとい
うぐらいです。税収全体に占める相続税の税額は低いので、どうなのだろ
うという理由です。

短い時間でしたが、財政の問題から始まり、相続税の問題までお話しし
ました。参考になればと幸いです。ご清聴ありがとうございました。
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